
社会福祉法人健誠会 

つくば総合福祉センター運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人健誠会が設置するつくば総合福祉センター（以下、「施

設」という。）が行う障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年１１月７日法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第１２項に規定する

指定障害者支援施設の適切な運営を確保するために必要な人員及び管理・運営に関する

事項を定め、施設の円滑な運営管理を図ることを目的とします。 

 

（運営の方針） 

第２条 施設は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用

者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえて個別支援計画を作成し、これに基

づき利用者に対して障害福祉サービスを提供するとともに、その効果について継続的な

評価を実施することその他の措置を講ずることにより利用者に対して適切かつ効果的に

施設障害福祉サービス（法第５条第１項に規定する施設障害福祉サービスをいう。以下

同じ。）を提供するものとします。 

２ 施設は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立った施設障害福祉サ

ービスの提供に努めるものとします。 

３ 施設は、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、市町村、他の障害福祉サー

ビス事業を行う者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に

努めるものとします。 

４ 施設は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のために、責任者を設置する等必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるよう努

めるものとします。 

５ 前４項のほか、「障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設の人員、設備及び運

営に関する基準」（平成１８年９月２９日厚生労働省令１７２号）に定める内容のほか

関係法令を遵守し、事業を実施するものとします。 

 

（施設の名称等） 

第３条 施設の名称及び所在地は、次のとおりとします。 

 （１）名 称 つくば総合福祉センター 

（２）所在地 茨城県つくば市水守１１８９－５ 

 

（実施する施設障害福祉サービスの種類及び定員） 

第４条 施設が実施する施設障害福祉サービスの種類及び定員は次のとおりとします。 

（１）生活介護        ６０人 

（２）施設入所支援      ４０人 

（３）短期入所     専用型 ４人（併設） 

 



（従業者の職種、員数及び職務内容） 

第５条 施設に勤務する職種、及び職務内容は次のとおりとする。員数については法の基 

 順に従い配置するものとします。    

 （１）管理者   

    管理者は、施設の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うものとします。 

 （２）サービス管理責任者   

    サービス管理責任者は、障害福祉サービスの提供にかかるサービス管理を行うも

のとします。 

 （３）医師  （嘱託） 

医師は、入所者及び職員に対し、定期的及び緊急時の診療及び健康管理を行う。 

 （４）看護職員   

    看護職員は、入所者の診療の補助及び看護並びに入所者、職員の保健衛生管理に

従事する。 

 （５）理学療法士（作業療法士）  （嘱託） 

    理学療法士（作業療法士）は、入所者に対し、機能向上を目的としたリハビリ訓

練等の指導管理を行う。 

 （６）生活支援員    

    生活支援員は、入所者の生活指導及び生活訓練に関する業務に従事する。 

 （７）事務職員  

    事務職員は、庶務及び会計に関する業務に従事する。 

 （８）栄養士  

栄養士は、利用者の栄養マネジメント、献立作成、栄養量計算及び給食記録並び

に調理員が行う給食業務全般の支援に従事する。 

 

（生活介護等に係る営業日、営業地域及びサービス提供時間） 

第６条 実施する施設障害福祉サービスのうち、生活介護に係る営業日、営業地域及び営

業時間は、次のとおりとします。 

 （１）営業日  月曜日から日曜日とする。ただし通所利用者の利用については月曜日

から金曜日とする。 

 （２）営業地域 通常の営業地域（施設入所者を除く）は、つくば市、土浦市、石岡市、

桜川市、筑西市、下妻市、常総市とする。 

      ただし、上記以外の地域からの利用希望があった場合には面接、相談、協議の上 

利用を決定することとする。 

 （３）サービス提供時間  午前９時３０分から午後１６時００分までとする。 

 

（施設障害福祉サービスを提供する主たる障害者） 

第７条 施設障害福祉サービスを提供する主たる対象者は、次のとおりとします。 

 （１）生活介護 

一 身体障害者（身体障害者福祉法（昭和２４年１２月２６日法律２８３号）第４

条に規定する身体障害者をいう。） 



 （２）施設入所支援 

一 身体障害者（身体障害者福祉法（昭和２４年１２月２６日法律２８３号）第４

条に規定する身体障害者をいう。） 

 

（施設障害福祉サービスの内容） 

第８条 施設障害福祉サービスの内容は以下のとおりとします。 

（１）生活介護 

一 食事・入浴・排泄等の介護、日常生活上の支援（食事は希望者に限る。） 

二 軽作業等の生産活動や創作的活動の機会の提供 

三 前２号を通じた身体能力、日常生活能力の維持・向上のための支援 

四 個別的なリハビリテーション 

五 その他利用者の支援に関すること。 

（２）施設入所支援 

  一 夜間・土日等における食事・排泄等の介護、日常生活上の支援（食事は希望者に

限るが、栄養ケア計画に基づき提供する。） 

二 前２号を通じた身体能力、日常生活能力の維持・向上のための支援 

三 その他夜間・土日等における利用者の支援に関すること。 

（３）短期入所 

 一 食事・入浴・排泄等の介護、日常生活上の支援（食事は希望者に限る。） 

 二 健康管理支援 

 三 相談支援 

 

（利用者から受領する費用の額等） 

第９条 障害福祉サービスを提供した際には、利用者から当該障害福祉サービスに係る利

用者負担額の支払を受けるものとします。 

２ 法定代理受領を行わない障害福祉サービスを提供した際は、利用者から法第29条第3

項の規定により算定された介護給付費（訓練等給付費）の額に90分の100を乗じて得た額

の支払を受けるものとします。 

３ 次に定める費用については、利用者から費用の支払いを受けることができるものとし

ます。 

（１） 生活介護 

一 食事の提供に要する費用（日額）  重要事項説明書に明記 

二 特定日常生活に要する費用     別途施設長が定める 

 （２）施設入所支援 

一 食事の提供に要する費用（日額）  重要事項説明書に明記 

二 光熱水費（月額）         重要事項説明書に明記 

三 特定日常生活に要する費用     別途施設長が定める 

４ 前項の費用の支払を受ける場合には、利用者に対して事前に文書で説明を行い、支払

の同意を得るものとします。 

 



（施設障害福祉サービスの利用に当たっての留意事項） 

第10条 施設障害福祉サービスの提供を受けるに当たっては、利用者は生活のルールを守

り、適正な設備使用に努めるものとします。 

 

（緊急時における対応方法） 

第11条 従業者は、施設障害福祉サービスの提供を行っているときに、利用者の病状に急

変その他の緊急事態が生じたときは、速やかにあらかじめ定めた協力医療機関へ連絡す

る等の必要な措置を講じるとともに、管理者に報告するものとします。 

 

（苦情解決） 

第12条 施設は、その提供した施設障害福祉サービスに関する利用者等からの苦情に迅速

かつ適切に対処するために、苦情を受付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講

じるものとします。 

２ 施設は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録するものとしま

す。 

３ 施設は、その提供した施設障害福祉サービスに関し、法第１０条第１項の規定により

市町村が行う報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当該職員か

らの質問若しくは施設の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び利用者

又はその家族からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指

導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとします。 

４ 施設は、その提供した施設障害福祉サービスに関し、法第１１条第２項の規定により

都道府県が行う報告若しくは施設障害福祉サービスの提供の記録、帳簿書類その他の物

件の提出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問に応じ、及び利用者又はその家族

からの苦情に関して都道府県が行う調査に協力するとともに、都道府県から指導又は助

言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとします。 

５ 施設は、その提供した施設障害福祉サービスに関し、法第４８条第１項の規定により

都道府県知事又は市町村長が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提

示の命令又は当該職員からの質問若しくは施設の設備若しくは帳簿書類その他の物件の

検査に応じ、及び利用者又はその家族からの苦情に関して都道府県知事又は市町村長が

行う調査に協力するとともに、都道府県知事又は市町村長から指導又は助言を受けた場

合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとします。 

６ 施設は、都道府県、都道府県知事、市町村又は市町村長から求めがあった場合には、

第３項から前項までの改善の内容を都道府県、都道府県知事、市町村又は市町村長に報

告するものとします。 

７ 施設は、社会福祉法（昭和２６年３月２９日法律第４５号）第８３条に規定する運営

適正化委員会が同法第８５条の規定により行う調査又はあっせんにできる限り協力する

ものとします。 

 

（非常災害対策） 

第13条 施設は、非常災害に関する具体的計画を立てておくとともに、非常災害に備える



ため定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うものとします。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第14条 施設は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、次の措置を講ずるものとし

ます。 

 （１）虐待防止に関する責任者の選定及び設置（責任者を管理者とする） 

 （２）成年後見制度の利用支援 

 （３）苦情解決体制の整備 

 （４）従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 

 （５）虐待防止のための対策を検討する虐待防止委員会の設置及び委員会での検討結果

についての従業者への周知徹底 

 

（身体拘束等の禁止） 

第15条 施設は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束、その他利用者の行動を制限する

行為（以下、「身体拘束等」という。）を行わないものとします。 

２ 施設は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由、その他必要な事項を記録します。 

３ 施設は、身体拘束等の適正化を図るため、次の措置を講じます。 

（１） 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の設置及び委員会での検討

結果についての従業者への周知徹底 

（２） 身体拘束等の適正化のための指針の整備 

（３） 従業者に対する身体拘束等の適正化のための研修の実施 

 

（その他運営についての留意点） 

第16条 施設は、適切な施設障害福祉サービスが提供できるよう従業者の業務体制を整備

するとともに、資質向上をはかるために研修の機会を次のとおり設けるものとします。 

（１）採用時研修  採用後１ヶ月以内 

（２）継続研修   年２回以上 

２ 施設は、従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用者またはその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じるものとします。 

３ 施設は、他の事業所等に対して、利用者に関する情報を提供する際は、あらかじめ文

書により当該利用者の同意を得るものとします。 

 

（委任） 

第17条 この規程に定めるほか、運営に関する重要事項は、理事会において定めるものと

します。 

 

  附則 

 この規程は、平成１９年６月１日から施行します。 



 

  附則 

 この規程は、平成２１年１月１日から施行します。 

 

  附則 

 この規程は、平成２１年４月１日から施行します。 

 

  附則 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行します。 

 

附則 

 この規程は、令和元年９月１０日から施行します。 

 

附則 

 この規程は、令和５年１０月１日から施行します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



社会福祉法人健誠会 

つくば総合福祉センター短期入所運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人健誠会が設置運営するつくば総合福祉センター（以

下、「事業所」といいます。）が行う指定障害福祉サービスである短期入所（以下、

「短期入所」といいます。）の適切な運営を確保するために必要な人員及び運営に

関する事項を定め、支給決定にかかる身体障害者（以下、「障害者」といいます。）

の意思及び人格を尊重し、適切な短期入所を提供することを目的とします。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業所は、短期入所を利用する障害者（以下、「利用者」といいます。）に

対して、利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じて、利用者の

自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって必要な保護を行う

ものとします。 

２ 短期入所の実施に当たっては、利用者の必要なときに必要な短期入所の提供がで

きるよう努めるものとします。 

３ 短期入所の実施に当たっては、関係市町村及び地域の保健・医療・福祉サービス

との綿密な連携を図るものとします。 

４ 事業所は、適切な短期入所が提供できるよう利用者の人権の擁護、虐待の防止等

のために、責任者を配置する等必要な体制の整備を行うとともに、従業者の資質向

上を図るために研修の機会を設けます。 

５ 従業者は、利用者が家族等から身体的、心理的虐待を受けていることを知った際

には、市町村に通報等を行います。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業所の名称及び所在地は、次のとおりとします。 

 （１）名 称 つくば総合福祉センター 

 （２）所在地 つくば市水守１１８９－５番地 

 

（従業者の職種、員数及び職務内容） 

第４条 職員の職種、員数及び職務内容は、別に定める社会福祉法人健誠会組織規程等

に基づきます。 

 

（利用定員） 

第５条 指定短期入所の定員は、次のとおりとします。 

 （１）専用型 ４人（併設） 

 

（短期入所を提供する主たる対象者） 

第６条 事業所において短期入所を提供する主たる対象者は、次のとおりとします。 



 （１）身体障害者 

  

(短期入所の内容) 

第７条 指定短期入所の内容は、次のとおりです。 

（１）食事提供支援 

（２）日常生活支援 

（３）居住環境支援 

（４）保健医療支援 

（５）社会生活支援 

 （６）その他特定費用に係る支援及び被服、嗜好品、その他利用者の便益を向 

上させる支援 

 

（利用者から受領する費用の額等） 

第８条 短期入所を提供した際に受領する費用の額は、厚生労働大臣が定める基準に

よります。そ 

のうち、各市町村が定めた利用者負担額として利用者等から受領した額以外につい

ては、各市町 

村から代理受領するものとします。 

２ 事業所は、管理者である施設長（以下、施設長といいます。）が別に定める特定費

用及び施設が提供する日常生活の便宜に要する費用（以下、特定費用等といいます。）

について支払いを 

 受けることができるものとします。 

３ 前第２項の費用の支払いを受ける場合には、利用者に対して事前に文書で説明し

たうえで、支払いに同意する旨の署名を受けるものとします。 

４ 事業所は、前第１項、前第２項、の費用の支払を受けた場合は、領収証を交付す

るものとします。 

 

（内容及び手続きの説明） 

第９条 事業所は、運営規程の概要、職員の勤務体制、事故発生時の対応、苦情解決

の体制等の利用申し込み者がサービスを選択するために必要な重要事項について、

わかりやすい説明書やパンフレット等の文書を交付して懇切丁寧に説明を行います。 

 

（入退所の記録の記載等） 

第 10 条 事業所は、入所又は退所に際しては、施設の名称、入所又は退所の年月日、

その他の必要な事項を、障害福祉サービス受給者証に記載するものとします。 

２ 事業所は、自らの指定短期入所の提供により、利用者が提供を受けた短期入所の

量の合計が支給量に達した場合は、当該利用者に係る障害福祉サービス受給者証の

短期入所の提供に係る部分の写しを市町村に提出します。 

 

（サービスの提供の記録） 



第 11 条 事業所は、短期入所を提供した際は、当該短期入所の提供日、内容その他必

要な事項を、短期入所の提供の都度記録し、利用者から確認を受けます。 

 

（記録の整備） 

第 12 条 事業所は、利用者に対する短期入所の提供に関する諸記録を整備し、当該短

期入所を提供した日から５年間保存するものとします。 

 

（健康管理） 

第 13 条 事業所は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のための

適切な措置をとります。 

 

（緊急時等の対応） 

第 14 条 事業所は、現に短期入所の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生

じた場合その他必要な場合は、速やかに施設が定めた協力医療機関に連絡を行う等

の必要な措置を行います。 

 

(非常災害対策) 

第 15 条 事業所は、非常災害に関する具体的計画を立てておくとともに、非常災害に

備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

 

(秘密保持等) 

第 16 条 事業所は、職員及び職員であった者が正当な理由がない限り、その業務上知

り得た利用者等の秘密を守ります。 

 

（情報の提供） 

第 17 条 事業所は、当該施設を利用しようとする者が、適切かつ円滑に利用すること

ができるように、当該施設に関し情報の提供をします。 

 

 (苦情解決) 

第１８条 事業所は、その提供した短期入所に関する利用者等からの苦情に対応する

ため、社会福祉法人健誠会苦情解決実施要領に基づき、苦情を受け付けるための窓口、

担当者、第三者委員を置き、迅速かつ適切に対応します。 

 

（個人情報保護） 

第 19 条 事業所は、事業所が保有する個人情報の取扱いについて、社会福祉法人健誠

会個人情報保護規程を遵守します。 

 

 (地域との連携等) 

第 20 条 事業所は、地域住民やボランティア団体等との連携及び協力を行う等の地域

との交流に努めます。 



 

(事故発生時の対応) 

第 21 条 事業所は、事故発生した場合は、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じ、利用者に対する短期入所の提供により賠償すべ

き事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 22 条 事業所は、障害者等の人権の擁護、虐待の防止等のため、虐待の防止に関す

る責任者の選定、成年後見制度の利用支援、苦情解決体制の整備、従業者に対し研

修を実施する等の措置、虐待防止のための対策を検討する虐待防止委員会の設置及

び委員会での検討結果についての従業者への周知徹底を講じます。 

 

（身体拘束等の禁止） 

第23条 事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束、その他利用者の行動

を制限する行為（以下、「身体拘束等」という。）を行わないものとします。 

２ 事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由、その他必要な事項を記録します。 

３ 事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次の措置を講じます。 

（１） 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の設置及び委員会での検

討結果についての従業者への周知徹底 

（２） 身体拘束等の適正化のための指針の整備 

（３） 従業者に対する身体拘束等の適正化のための研修の実施 

 

 

 (委 任) 

第 24 条 この規程に定めるもののほか、事業所の運営について必要な事項は、施設長

が別に定めます。 

 

  附    則 

 この規程は、平成１９年６月１日から施行します。 

 

附    則 

 この規程は、令和元年９月１０日から施行します。 

 

附    則 

 この規程は、令和５年１０月１日から施行します。 

 

 

 



社会福祉法人健誠会 

つくば総合福祉センター日中一時預かりサービス運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人健誠会が設置運営するつくば総合福祉センター（以

下、「事業所」といいます。）が行う地域生活支援事業である日中一時預かりサー

ビス（以下、「日中一時預かり」といいます。）の適切な運営を確保するために必

要な人員及び運営に関する事項を定め、身体障害者及び障害児（以下、「障害者（児）」

といいます。）の意思及び人格を尊重し、適切な日中一時預かりを提供することを

目的とします。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業所は、日中一時預かりを利用する障害者（児）（以下、「利用者」とい

います。）に対して、利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じ

て、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって必要

な保護を行うものとします。 

２ 日中一時預かりの実施に当たっては、利用者の必要なときに必要なサービスの提

供ができるよう努めるものとします。 

３ 日中一時預かりの実施に当たっては、関係市町村及び地域の保健・医療・福祉サ

ービスとの綿密な連携を図るものとします。 

４ 事業所は、適切な日中一時預かりが提供できるよう利用者の人権の擁護、虐待の

防止等のために、責任者を配置する等必要な体制の整備を行うとともに、従業者の

資質向上を図るために研修の機会を設けます。 

５ 従業者は、利用者が家族等から身体的、心理的虐待を受けていることを知った際

には、市町村に通報等を行います。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業所の名称及び所在地は、次のとおりとします。 

 （１）名 称 つくば総合福祉センター 

 （２）所在地 つくば市水守１１８９－５番地 

 

（従業者の職種、員数及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は、次のとおりとします。  

 

（１）管理者   1名 

    管理者は、施設の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うものとします。 

 （２）サービス管理責任者  1名以上 

    サービス管理責任者は、障害福祉サービスの提供にかかるサービス管理を行

うものとします。 

 （３）医師    1名（嘱託） 



医師は、利用者及び職員に対し、定期的及び緊急時の診療及び健康管理を行

うものとします。 

 （４）看護職員  1名以上 

    看護職員は、利用者の診療の補助及び看護並びに利用者、職員の保健衛生管

理に従事するものとします。 

 （５）理学療法士 1名以上（嘱託） 

    理学療法士は、利用者に対し、機能向上を目的としたリハビリ訓練等の指導

管理を行うものとします。 

 （６）生活支援員 20名以上 

    生活支援員は、利用者の生活指導及び生活訓練に関する業務に従事するもの

とします。 

 （７）事務職員  1名以上 

    事務職員は、庶務及び会計に関する業務に従事するものとします。 

 （８）栄養士 1名以上 

栄養士は、利用者の栄養マネジメント、献立作成、栄養量計算及び給食記録

並びに調理員が行う給食業務全般の支援に従事するものとします。 

 

（日中一時預かりを提供する主たる対象者） 

第５条 事業所において日中一時預かりを提供する主たる対象者は、次のとおりとし

ます。 

 （１）身体障害者（児） 

  

(日中一時預かりの営業日及びサービス提供時間） 

第６条 日中一時預かりの営業日及びサービス提供時間は、次のとおりとします。 

 （１）営業日  月曜日から金曜日 ただし、年末年始（12月30日から翌１月3

日まで）を除きます。 

（２）サービス提供時間 ８：００から１９：００まで 

 

(日中一時預かりの内容) 

第７条 日中一時預かりの内容は、次のとおりです。 

（１）食事提供支援 

（２）日常生活支援 

（３）保健医療支援 

（４）社会生活支援 

 （５）その他特定費用に係る支援及び被服、嗜好品、その他利用者の便益を向 

上させる支援 

 

（利用者から受領する費用の額等） 

第８条 日中一時預かりを提供した際に受領する費用の額は、市町村が定める基準に

よります。そ 



のうち、各市町村が定めた利用者負担額として利用者等から受領した額以外につい

ては、各市町 

村から代理受領するものとします。 

２ 事業所は、管理者である施設長（以下、施設長といいます。）が別に定める特定費

用及び施設が提供する日常生活の便宜に要する費用（以下、特定費用等といいます。）

について支払いを 

 受けることができるものとします。 

３ 前第２項の費用の支払いを受ける場合には、利用者に対して事前に文書で説明し

たうえで、支払いに同意する旨の署名を受けるものとします。 

４ 事業所は、前第１項、前第２項、の費用の支払を受けた場合は、領収証を交付す

るものとします。 

 

（内容及び手続きの説明） 

第９条 事業所は、運営規程の概要、職員の勤務体制、事故発生時の対応、苦情解決

の体制等の利用申し込み者がサービスを選択するために必要な重要事項について、

わかりやすい説明書やパンフレット等の文書を交付して懇切丁寧に説明を行います。 

 

（入退所の記録の記載等） 

第 10 条 事業所は、日中一時預かりに際しては、施設の名称、利用の年月日、その他

の必要な事項を、日中一時預かりサービス受給者証に記載するものとします。 

２ 事業所は、自らの日中一時預かりの提供により、利用者が提供を受けた日中一時

預かりの量の合計が支給量に達した場合は、当該利用者に係る日中一時預かり受給

者証のサービスの提供に係る部分の写しを市町村に提出します。 

 

（サービスの提供の記録） 

第 11 条 事業所は、日中一時預かりを提供した際は、当該サービスの提供日、内容そ

の他必要な事項を、日中一時預かりの提供の都度記録し、利用者から確認を受けま

す。 

 

（記録の整備） 

第 12 条 事業所は、利用者に対する日中一時預かりの提供に関する諸記録を整備し、

当該サービスを提供した日から５年間保存するものとします。 

 

（健康管理） 

第 13 条 事業所は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のための

適切な措置をとります。 

 

（緊急時等の対応） 

第 14 条 事業所は、現に日中一時預かりの提供を行っているときに利用者に病状の急

変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに施設が定めた協力医療機関に連絡を



行う等の必要な措置を行います。 

 

(非常災害対策) 

第 15 条 事業所は、非常災害に関する具体的計画を立てておくとともに、非常災害に

備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

 

(秘密保持等) 

第 16 条 事業所は、職員及び職員であった者が正当な理由がない限り、その業務上知

り得た利用者等の秘密を守ります。 

 

（情報の提供） 

第 17 条 事業所は、当該施設を利用しようとする者が、適切かつ円滑に利用すること

ができるように、当該施設に関し情報の提供をします。 

 

(苦情解決) 

第 18 条 事業所は、その提供した日中一時預かりに関する利用者等からの苦情に対応

するため、社会福祉法人健誠会苦情解決実施要領に基づき、苦情を受け付けるための

窓口、担当者、第三者委員を置き、迅速かつ適切に対応します。 

 

（個人情報保護） 

第 19 条 事業所は、事業所が保有する個人情報の取扱いについて、社会福祉法人健誠

会個人情報保護規程を遵守します。 

 

(地域との連携等) 

第 20 条 事業所は、地域住民やボランティア団体等との連携及び協力を行う等の地域

との交流に努めます。 

 

(事故発生時の対応) 

第 21 条 事業所は、事故発生した場合は、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じ、利用者に対する短期入所の提供により賠償すべ

き事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第22条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、次の措置を講ずるも

のとします。 

 （１）虐待防止に関する責任者の選定及び設置 

 （２）成年後見制度の利用支援 

 （３）苦情解決体制の整備 

 （４）従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 

 （５）虐待防止のための対策を検討する虐待防止委員会の設置及び委員会での検討



結果についての従業者への周知徹底 

 

 

（身体拘束等の禁止） 

第23条 事業所は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束、その他利用者の行動

を制限する行為（以下、「身体拘束等」という。）を行わないものとします。 

２ 事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由、その他必要な事項を記録します。 

３ 事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次の措置を講じます。 

（１） 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の設置及び委員会での検

討結果についての従業者への周知徹底 

（２） 身体拘束等の適正化のための指針の整備 

（３） 従業者に対する身体拘束等の適正化のための研修の実施 

 

 

 (委 任) 

第 24 条 この規程に定めるもののほか、事業所の運営について必要な事項は、施設長

が別に定めます。 

 

  附    則 

 この規程は、平成１９年６月１日から施行します。 

 

附    則 

 この規程は、令和２年６月１日から施行します。 

 

附    則 

 この規程は、令和５年１０月１日から施行します。 

 

 

 


